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は じ め に

1.研究の課題

わが国の温州みかん生産量は,1972年以降 3,000-

3,500千tの間を上下しながら横這い状態で あるが,

そのうち加工原料仕向けは2割弱から3割強に増大し

ている.加工原料には缶詰用と果汁用があるが,前者

は毎年ほぼ300千t前後に安定しており,増大分のほ

とんどは後者による. 1978-79年産平均で加工原料

仕向け量のなかで果汁用の占める割合は3/4に達する.

みかん過剰問題が深刻になるとともに,その対策とし

て果汁原料みかんをどのように位置づけるかが重要な

問題となった,

果汁用に仕向けられるみかんは,生食用にならない

格外品だけではない.過剰時には,生食用みかん価格

を維持するために,品質上は生食用となりうるみかん

の相当量が果汁用に仕向けられる. 逆に不足時には,

果汁工場の稼動率を維持するために,生食用となりう

るみかんも果汁用に仕向けねばならなくなる.搾汁工

場の95% (能 力) は生産者団体 (県連合会が多い)

の管理下にあるから,果汁用みかんの安定供給をどの

ようにはかるかは,生産者団体ひいては生産者にとっ

て大きな問題である.

みかんの用途別配分は用途別価格と密接な関係があ

る. 生食用のみかん価格は卸売市場で決められるが,

果汁用は工場を経営する生産者団体と生産者との協議

に基づいている,果汁用みかん価格設定方式は必ずし

も全国的にまったく同じわけでなく,その価格も県に

よってかなりの相違がみられる.合理的な価格設定方

式の確立が急がれている.

同一品質のみかんでも生食用の価格は高 く果汁用は

低いから,果汁用に配分されたみかんが生食用に再仕

向けされ,生食用価格 を維持できないおそれがある.

そのようなことが起こらないように2つの用途別市場

は隔離されねばならない.それを効果的になしうるた

めにいかなる配分主体が望ましいかという問題を考察

する必要がある.

本論文はこれらの課題の解明を目的として,①みか

んの用途別配分の現状と問題点を明らかにし,④用途

別みかんの価格設定の方式について価格差別理論に基

づ く試案を提示 し,③価格差別項描;の実行主体のある

べき姿について,英米両国の出荷調整制度と比較しつ

つ検討したものである.

2.研究方法

文献研究のほかに次の実態調査を行った.寛一は郵

送によるアンケー ト調査である. 1981年 3月 に, 日

本果汁農業協同組合連合会会員のうちみかん搾汁を行

うものの全員 (12県連および4翼下企業) を対象 と

した.これらの会員は わが国の みかん搾汁工場の 95

% (能力)を占有している.

第二に,アンケー ト調査の結果を参考にして主要な

県連および全国達について現地聴取調査を行った.前

者としてほ静岡,和歌山,愛媛,山口,福岡,佐賀お

よび熊本の7県,後者としては日本園芸農業協同組合

連合会 (日国連),全国農業協同組合連合会 (全農)お

よび日本果汁農業協同組合連合会 (果汁連)を対象と

した.なおこれら7県がわが国のみかん搾汁量に占め

る割合は75% (1980年)である.
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なお本論文の取りまとめは, ｢みかんの用途別配分

の現状と問題点｣および ｢みかんの用途別配分と価格

設定の方式に関する試案｣を木戸が執筆し, ｢みかん

配分主体のあり方｣を高橋が担当し,そして全体の調

整を高橋が行った.また本研究は財団法人園芸振興松

島財団の研究助成を得たことを記し,謝意を表するも

のである.

みかんの用途別配分の現状と問題点

1. 用途別配分の概要

まず,仕向け配分がどのような段階 (協議の場)で

行われて いるのかを概観する, ところで, この問題

は共販の主体の問題であり,用途別配分の決定権を誰

がもっているのかという問題である (森,1962).覗

状ではJ 全国果実生産出荷安定協議会 (以下全国協議

会と略称する)と府県果実生産出荷安定協議会(以下県

協議会と略称する)の2つの段階の主体にわけること

ができると考えられる.もちろん,この2つの他に単

位農協 (以下単協と略称する)と農家という段階があ

る.しかし,1972年産のみかんの価格暴落を契機に

単協独自の仕向け配分は困難となり,上部団体による

出荷調整が必要との認識が生まれてきた.共販の主体

はこうして単協の段階から県連のそれへと移行したと

考えられる.つまり,単協の用途別配分の決定権は既

に県連が保有しているとみられる.このような理由か

ら上記の2っの段階の主体を考える.第 1図は果実生

産出荷安定基金制度 (以下果実基金制度と略称する)

の機構図であるが,これはまた用途別配分がどのよう

な段階を経て行われているのかを知るうえで有用であ

ろう.なぜなら,第 1図にも示されているように,現

行の協議会は果実基金制度に裏付けされたものと考え

られるからである.以下,用途別配分の現状を協議会

のしくみとかかわらせて検討する.

1) 協議会の開催時期

全国協議会の開催時期は,毎年5月下旬であるが,

県協議会は県ごとに異なっている.たとえば,九州･

山口の諸県についてみると宮崎は8月上旬,長崎 ･熊

本が9月上旬,大分が9月下旬,LLJUは 1月の 卜句と

いわれる.これは宮崎についてみれば,育切り温州が

多いこと,山口では普通温州が多く年明け販売になる

ことが理由と考えられる.このように県協議会の開催

時期は各県における生産,販売条件に影響を受けてい

るといえよう.

2) 協議会でのリーダーシップ

全国協議会 は,全国生産者団体と県協議会の代表

により構成される. ここでいう全国生産者団体 の う

ち,日本園芸農業協同組合連合会 (以下日観連と略称

する)と全国農業協同組合連合会 (以下仝農と略称す

第 1図.果実生産出荷安定基金制度の機構図
(資料:藤谷,1981b).

る)は,周知のようにともに生産 ･

販売面での実務に携わる団体である

が,とくに日国連はみかんの取り扱

い割合が高く,協議会での検討資料

の提供等多くの点でそのリーダーシ

ップを発揮していると考えられ る.

1979年産みかんについてみると,日

関連･全農の取り扱い割合はそれぞ

れ生食用が 90%,jo蕗,果汁用が

65%,35%である. また,県協議会

は県連,生産者代表等で構成される

が,とくに県連は同様に協議会での

検討資料の提供等多くの点でそのリ

ーダーシップを発揮しているとみら

れる.

3) 協議会の協議内容

全国協議会では次の事項が協議さ

れる.①需給見通しに関する事項,

②改植および摘果の推進等計画生産

に関する事項,③生果および加工原

料用果実の計画出荷に関する事項,
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④果実加工品の調整保管に関する事項,⑥その他果実

の生産出荷の安定に関する事項.

4) 協議会の相互関係

図で示されているように,県協議会は全国協議会の

協議内容をさらに委託を受けて協議を行う.全国協議

会で用途別,県別,市場別仕向け配分の人枠が示され

た後, この大枠の妥当性について協議を行うのであ

る.そしてその結果を全国協議会にもどし,これを全

国協議会は再度協議する.相互に納得のいく結果がで

ない場合,これが繰り返され最終的な合意をうること

となる･つまり,県協議会はその機構上全国協議会の

下部に位置するが,独自性 (県連の生産,販売事情

等)を発揮でき,その協議結果は相互に尊重されてい

るとみられる.

以上,用途別仕向け配分の現状を概観したが,とく

に次の2点を強調しておきたい.

･7J用途別仕向け配分は2つの段階の主体 (全国協議

会 ･県協議会)を経て決定される.

②段階ごとの協議会のリーダーシップは日園連 ･県

連が掌撞していると考える.

したがって以下日国連 (全国協議会)と主産地県連

(県協議会)を対象に各々の市場対応の基本的な考え

方についてのべる.ただし,その考案の内容を用途別

配分,価格設定の基本的な考え方の現状と問題点に限

定する.また用途別仕向け先として生食用と加工用の

うちシェアの高い果汁用の2つを考えることとする.

2. 全国果実生産出荷安定協議会における用

途別配分の現状 と問題点- 日園連の用途別

配分の検討を中心 に-

1)用途別配分の現状
日国連の用途別配分の考え方は,1979年産を

境として大きく三つにわけることができよう.以

下このわけ方にしたがって検討を進める.

(1) 1979年産以前について

生食用市場価格は,生産費補償の可能な水準に

設定し,その仕向けにあたっては過去の生食用市

場仕向け量の実績を勘案し決定されていた.その

さい,生食用を優先的に確保していた.また果汁

用については,総生産量 (予測)から生食用,坐

果輸出用,缶詰用を差し引いた残量を仕向けると

いう考え方がとられていた.それは生食用価格の

維持を目的に果汁用仕向け量が決められてきたこ

とを意味する.そして,果汁用価格は果実基金制

度に おける保証価格に関わらせて決められてき

た.

(2) 1980年産以降について

1980年産より生食用仕向けについての基本的な考

え方に変化がみられる.つまり,生食用市場のうちか

ら10大消費地市場 (京浜,京浜衛星,京阪神,名古

屋,札幌,仙台,新潟,金沢,岐阜,姫路)を取りあ

げ,これを対象に考えていくというものである.県連

別,市場別,時期別に入荷量と市場価格を集計し,こ

の10大市場での需要関数 (p-f(Q),ただし,P:

市場価格,Q:入荷量)を計測する. そしてこの計測

式を用いてこの市場での収益を最大化できる量と価格

を設定する,過去数カ年における この市場の 占有率

(全国の生食用総仕向け壷に対する)から翌年度の全国

生食用総仕向け量を計算し,価格は 目標価格とする.

これは痕連の日毎価格でもある. なお, この10大市

場の占有率は1979年産で47.9%,80年産では47.6

%とほぼ固定的である.第2図は1981年産 (予測)の

基本的な考え方である.

しかし,生食用の算定方式に大きな変化がみられる

ちのの,残量を果汁用に仕向けるといった考え方は変

わっていないと考えられる.また,この生食用総仕向

け塁は次に県別に割り当てられるが,県連はその割り

当て壷の順守を求められているようである.逆に,果

汁用についてはその順守は求められていないとみてよ

い.

2) 用途別配分の問題点

以上の検討を通じて,まず生食用価格の維持のため

の調整用として果汁用が考えられていることが問題と

してあげられよう.生食用優先の考え方が根強い.し

かしこれでは果汁用みかんの安定供給 (一定量 の確

煤)は計られない.果汁用cDJ重要性が認識される必要

1.生食用仕向けについて

･市場仕向け実績(80年嵐 10大市場ト-- 920千トン
･10大市場の占有率 -･･-47･7,00,
･総市場仕向け量 ･.-･･1930千トン
(そのときの目標価格) -･･-121円/Kg

2. 総生産量の予測について

生食碍市場総仕向け塁

J
EET定甲な旦累野坦畢･丘誕±即す革を加算

い 2
0千トン) (300千トン)

1930子トン

繰越し在庫量の増大を勘案して果汁用仕向け宣 (450子トン)を加算
1,
自家惰賢,腐敗減耗を加算

J.
生産目標を3000キトンに設定

第2図.1981年産みかん (予測)の基本的な考え方
(資料:E]国連資料より作成).
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④果実加工品の調整保管に関する事項，⑤その他果実

の生産出荷の安定に関する事項.

4) 協議会の相互関係

図で示されているように，県協議会は全国協議会の

協議内容をさらに委託を受けて協議を行う.全国協議

会で用途別，県別，市場別仕向け配分の大枠が示され

た後， この大枠の妥当性について協議を行うのであ

る.そしてその結果を全国協議会にもどし， これを全

国協議会は再度協議する.相互に納得のいく結果がで

ない場合，これが繰り返され最終的な合意をうること

となる.つまり，県協議会ばその機構上全国協議士の

下部に位置するが， 独自性(県連の生産，版元事情

等)を発障でき，その協議結果は相互に尊重されてい

るとみられる

以上，用途別仕向け配分の現状を概観したが，とく

に次の 2点を強調しておきたい.

①用途別仕向け配分ば 2つの段階の主体(全国協議

会・県協議会)を経て決定される.

②段階ごとの協議会のリーダーシップば日国連・県

連が掌握していると考える.

したがって以下日園連(全国協議会)と主産地県連

(県協議会)を対象に各々の市場対応の基本的な考え

方についてのべる.ただし，その考案の内容を用途別

配分，価格設定の基本的な考え方の現状と問題点に限

定する.また用途別仕向け先として生食用と加工用の

うちシェアの高い果汁用の 2つを考える乙ととする.

2. 全国果実生産出荷安定協議会における用

途別配分の現状と問題点一日圏連の用途別

配分の検討を中心に一

D 用途別配分の現状

た.

(2) 1980年産以降について

1980年産より生食用仕向けについての基本的な考

え方に変化がみられる.つまり，生食用市場のうちか

ら10大消費地市場(京浜，京浜衛星，京阪神，名古

屋，札幌，仙台，新潟，金沢，岐阜，姫路)を取りあ

げ，これを対象に考えていくというものである.県連

別，市場別，時期別に入荷量と市場価格を集計し，乙

の 10大市場での需要閣数 (P= rCQ)，ただし，P: 

市場価格， Q:入荷量)を計測する. そして乙の計測

式を用いてこの市場での収益を最大化できる量と価格

を設定する. 過去数カ年におけるこの市場の占有率

(全国の生食用給仕向け量に対する〉から翌年度の全国

生食用総仕向け量を計算し，価格は目標価格とする.

これは県連の目標価格でもある. なお， この 10大市

場の占有率は 1979年産で 47.9%，80年産では 47.6

96とほぼ回定的である.第2図は 1981年産(予測)の

基本的な考え方である.

しかし，生食用の算定方式に大きな変化がみられる

ものの，残量を果汁用に仕向けるといった考え方は変

わっていないと考えられる.また， この生食用総仕向

け量は次に県別に割り当てられるが，県連はその割り

当て量の順守を求められているようである.逆に，果

汁用についてはその順守は求められていないとみてよ

し¥

2) 用途別配分の問題点

以上の検討を通じて，まず生食用価格の維持のため

の調整問として果汁用が考えられていることが問題と

してあげられよう.生食用優先の考え方が根強い.し

かしこれでは果汁用みかんの安定供給(一定量の確

保)は計られない.果汁用の重要性が認識される必要

日園迫の用途別配分の考え方は， 1979年産を

境として大きく 2つにわけることができょう.以

下このわけ五にしたがって検討を進める.

1.生食用仕向けについて

(1) 1979年産以前について

生食用市場価格は，生産費補償の可能な水準!と

設定し，その仕向けにあたってほ過去の生食用市

場仕|句け量の実績を勘案し決定されていた.その

さい，生食用を優先的に確保していた.また果汁

斤jについては，総生産量(予測)から生食用，生

J品輸出用，缶請用を差し引いた残量を仕向けると

いう考え方がとられていた.それは生食用価格の

維持を目的[ζ果汁nJ仕向け量が決められてきた乙
とを意味する.そして，果汁用価格ば果実基金制

度における保証価格に関わらせて決められてき

・市場仕向げ実績 (80年産， 10大市場)・・・・・・ 920千トン

・10大市場の占省*・・ 47.796 

・総市場仕向け量 ・・・・・・ 1930千トン

(そのときの目標価格) ・・・・・・ 121円/Kg

2.総生産量の予測について

寸市場総仕河げ量 1930千トン

回定伊なネ塁塾邑量・£孟牛斡1墨を加算

I (20千トン) (30 b千トン)

繰ヤ閣の町服して果汁用仕向げ量 (450千トン)を加算

自家消費，腐敗減耗を加算

↓ 
生産目標を3000千トンに設定

第2図. 1981年産みかん(予測)の基本的な考え方
(資料:日園連資料より作成).
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196566 67 68 69 70 71 72 7374 75 7677 78 79 80

(年産)

第3図.みかんの生産,用途別仕向け量の推移.生食用仕
向け量は, 自家消費量,腐敗減耗を含む (資料:日園達

｢果樹統計｣).

冊 /叱)

196566 6768 69 70 71 7273 74 75 76 7778 79 80

(年産)

第4図.みかんの用途別市場価格の推移
(資料:日国連 ｢果樹統計｣).

があると思われる.そして生食用の市場価格について

収益最大化が意図され,果汁用での価格は放任された

ままである.

しかし,みかんは豊凶変動が激しいため第 3,4図

に示したどとく生食用価格の変動の幅が大きい.また

同時に果汁用仕向け量がさらに変動する.生食用市場

のみの収益最大化を計るのではなく,果汁用をも含め

た収益最大化を計ることが必要であろう.

3.府県果実生産出荷安定協議会に

おける用途別配分の現状 と問題点

一主産地県連についてのアンケー

ト調査および現地調査を中心に-

前節では全国協議会が用途別仕向けにつ

いて県連別に割り当て量を示すことをのべ

た.そして,生食用については割り当て量

の順守が要求されるが,果汁用では量のみ

を示し,その順守は要求されない.本節で

は,県連は生食用の仕向け量 (大枠)が決

まった後でどのような考え方に基づいて

果汁用仕向け量と果汁用価格を決めている

のかを,主産地県連についてのアンケート

調査および現地調査の結果を中心に検討す

る.

1)アンケート調査の概要
(1) 調査日的

果汁用仕向けの重要性が増大している現

荏,県連はどのような考え方に基づいて

この仕向けを行っているのかを明らかにす

ることは重要であろう.そこで本調査は次

の点を主要な柱として実施された.①県内

みかん生産における県連の地位,④果汁用

仕向けの考え方 (仕向けの優先順位,仕向

けの決定方法),③果汁用価格設定の方法

(価格設定の方法,価格の確定時期).

(2) 調査方法

調査は1981年 3月に実施された.また,

みかん加工 を行っている農協 (県連,ま

たは傘下会社)で,日本果汁農業協同組合

連合会の会員である16連合会の全部を対

象とした.実施方法は郵便調査法で,配布

数 16のうち回収は11であった.対象年産

は1979,80年みかんである. なお,この

回収されたもののうち項目によっては無回

答,あるいは不明のものがあり,これらは

集計から外してある.したがって以下の集計結果にあ

らわれている各項目の合計数は一様でない･

2) 用途別配分の現状

本節では県連の用途別配分の現状を検討するが,ま

ず県連の県内みかん生産における地位について のべ

る.第 1表によると,県連のみかん総生産量に占める

取り扱い割合は7-8割以上の水準にあるとみて よ

い.ただし,7割以下の水準にある県連は,同一県内
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調査は 1981年 3月に実施された.また，

みかん加工を行っている農協(県連，ま

たは傘下会社)で，日本果汁農業協同組合

連合会の会員である 16連合会の全部を対

象とした.実施方法は郵便調査法で，配布

数 J6のうち回収は 11であった.対象年産

は 1979，80年みかんである. なお，乙の

回収されたもののうち項目によっては無回

答，あるいは不明のものがあり，これらは

集計から外しである. したがって以下の集計結果iどあ

らわれている各項目の合計数は一様でない.

2) 用途別配分の現状

本節では県連の用途別配分の現状を検討するが，ま

ず県連の県内みかん生産における地位についてのべ

る.第 1表によると，県連のみかん総生産量に占める

取り扱い割合ば 7"，，8割以上の水準にあるとみてよ

い.ただし 7割以下の水準にある県連は，同一県内
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(資料:日国連「果樹統計J).

があると思われる.そして生食用の市場価格について

収益最大化が意図され，果汁用での価格は放任された

ままである.

しかし，みかんは豊凶変動が激しいため第 3，4図

に示したごとく生食用価格の変動の幅が大きい.また

同時に果汁用仕向け量がさらに変動する.生食用市場

のみの収益最大化を計るのではなく，果汁用をも含め

た収益最大化を計ることが必要であろう.

3. 府県果実生産出荷安定協議会に

おける用途別配分の現状と問題点

一主産地県連についてのアンケー

ト調査および現地調査を中心に一

前節では全国協議会が用途別仕向けにつ

いて県連別に割り当て量を示すことをのべ

た.そして，生食用については割り当て量

の順守が要求されるが，果汁用では量のみ

を示し，その順守は要求されない.本節で

は，県連は生食用の仕向け量(大枠〉が決

まった後でどのような考え方に基づいて

呆汁用仕向け量と果汁用価格を決めている

のかを，主産地県連についてのアンケート

調査および現地調査の結果を中心に検討す

る.

1) アンケー卜調査の概要

(1) 調査目的

果汁用仕向けの重要性が増大している現

在， 県連はどのような考え方に基づいて

この仕向けを行っているのかを明らかにす

ることは重要であろう.そこで本調査は次

の点を主要な柱として実施された.①県内

みかん生産における県連の地位，②果汁用

仕向けの考え方(仕向けの優先順位，仕向

けの決定方法)，③果汁用価格設定の方法

(価格設定の方法，価格の確定時期). 

(2) 調査方法



温州みかんの用途別配分方式と配分主体

第 1表.県内産みかんに占める県連の取り扱
い割合別県連の数 (1981年現在). 資料はア

ンケート調査による.

割 合 (%) 】 1979年産 l 1980年産
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に2系統の生産者集荷団体,あるいは商人系組織が存

在していると考えられる.

また,果汁工場の経営主体の多くは県連である.し

たがって県連の果汁仕向けの現状を知るために,果汁

工場の規模と果汁仕向け量についてふれておく.第 2

表は果汁工場の8時間当たり (定時)の 日産能 力 と

1978年産の果汁仕向け量のクロス表である.工場 の

日産能力と仕向け量の規模の相関は高い (相関係数

R-0.8).なお 1979年産の Rは0.6である.豊凶変

動の大きさが R に影響していると考えられよう.

(1) 果汁用配分の基本的な考え方

生食用については,全国協議会で決められた県別割

り当ての順守が要求されているから,県連が独自に用

途別仕向け配分を決めることができるのは果汁用につ

いてである.以下果汁用仕向けの考え方を中心に検討

を進める.

ところで県連の果汁用仕向けの割合はどのくらいで

あろうか.1979年産についてみれば第 3表の ようで

ある･ この割合は最近より帝くなっているとみられ

る.では,県連は果汁用仕向けをどのように決めてい

るのであろうか.第 4表によれば,多くの県連が生食

用を優先的に決め,次に果汁用を決めていると答えて

いる･この回答結果は先の日国連の用嘩別仕向け配分

の考え方と明らかに相違している.このことは主に次

の2つの理由によるものと考えられる. 1っは,豊凶

変動による果汁工場の操業度の不安定性を安定的な仕

向けで 回避するという認識が すでに あったこと. 特

に,後発工場では工場施設の減価償却の負担を軽減さ

せることが急務であったことからも理解されよう.ち

う1っは,缶詰需要の減退,果汁需要の伸びにより農

家手取りを補償する方途を果汁用にみいださなければ
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第2表.みかん果汁工場の日産能力とその年

間原料処理の規模別県連の数 (1978年産).

資料は日園連資料による.

年間原料処理
の規模

日産能力 (定時 8時間)

103畳 208.～tI233.～tf307nti計

計

第3表.果汁用仕向け割合別県連の数 (1981
年現在).資料は日園連資料による.
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ざるをえないという現状がある. したがって, やは
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ているとみてよい.なお,ここで缶詰用を第 2に決め

ると答えた県連は従来より缶詰中心の仕向け配分の考
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第2表.みかん果汁工場の円産能力とその年
間原料処理の規模別県連の数 (1978年産). 
資料は日園通資料による.
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ならなかったことである.

しかし， この回答結果には疑問の余地がある.何故

かといえば，第5表によると県連の 1978，79年産の

缶詰用仕向けはほぼ固定的であるのに，果汁用のそれ

は大きな変化を示している.果汁用を第 2番目に考え

ているという調査結果とは逆のことを示している.た

だ，先の理由をも総合して考えると次のことが言えよ

う.県連は果汁用仕向けの重要性を認識しているもの

の生産量に変動があればその変動量を果汁用にまわさ

ざるをえないという現状がある. したがって， やは

り生産量の変動による調整のために果汁用が考えられ

ているとみてよい.なお，ことで缶詰月を第2に決め

ると答えた県連は従来より缶詰中心の仕向け配分の考

⑦
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に2系統の生産者集荷団体，あるいは商人系組織が存

在していると考えられる.

また，果汁工場の経営主体の多くは県連である. し

たがって県連の果汁仕向けの現状を知るために，果汁

工場の規模と果汁仕向け量についてふれておく.第2

表は果汁工場の 8時間当たり(定時)の日産能力と

1978年産の果汁仕向け量のクロス表である. 工場の

日産能力と仕向け量の規模の相関は高い(相関係数

R=O. 8).なお 1979年産の Rは0.6である.豊凶変

動の大きさが Riζ影響していると考えられよう.

(1) 果汁用配分の基本的な考え方

生食用については，全国協議会で決められた県別割

り当ての順守が要求されているから，県連が独自に用

途別仕向け配分を決めることができるのは果汁用につ

いてである.以下果汁用仕向けの考え方を中心に検討

を進める.

ところで県連の果汁用仕向けの割合はどのくらいで

あろうか. 1979年産についてみれば第3表のようで

ある. この割合は最近より高くなっているとみられ

る.では，県連は果汁用仕向けをどのように決めてい

るのであろうか.第4表によれば，多くの県連が生食

用を優先的に決め，次に果汁用を決めていると答えて
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の考え方と明らかに相違している. この乙とは主l乙次

の2つの理由によるものと考えられる. 1つは，豊凶

変動による果汁工場の操業度の不安定性を安定的な仕

向けで回避するという認識がすでにあったこと. 特

に，後発工場では工場施設の減価償却の負担を軽減さ

せることが急務であったことからも理解されよう. も

うlつは，缶諸需要の誠返，果汁需要の伸びにより農

家手取りを補償する方途を果汁用にみいださなければ
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第5表. 県連別の果汁用 ･缶詰用みかん仕向けの実績 (1981年現在).資料は口聞達資料による.
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では,県連がこの配分の考え方に基づいて行う出荷

割り当てと単協の出荷上の自主性との関係はどのよう

なものになっているか.第6表はその関係を整理して

示したものである.多くの考え方として,単協は県連

の提示した配分量に従うと答えている. ただ ｢その

他｣と答えた県連は,その内容として単協の予約申し

込み数量のとりまとめを行うことをあげている.
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第5表. 県連日IJの果汁旧.ili-諸問みかん仕向けの実績(1981年品在)• 資料ば日同連資料による.
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温州みかんの用途別配分方式と配分主体

第8表.果汁用みかん価格 (生産者支払い価
格)の決定方式別県連の数 (1981年 現在).

資料はアンケー ト調査による.

価 格 の 決 定 方 式

式
方

ラ

方
償

ス

償
補
用
格

補
価
併
価

書
原
の
用

産
場
式
食

生
二

律

と
〇･7式

イ

工場原価補償方式の併用
と生食用価格スライド方

1)生産費補償方式とは,県連が生産者にみかん生

産費を補償することを旨として,果汁用価格を

決定する方式.

2)工場原価補償方式とは,県連が果汁工場の原価

生産栗を補償することを旨として,果汁用価格

を決定する方式.

3)/i食用価格スライド方式とは,生食用価格を基

準にして,これをスライドさせながら果汁用価

格を決定する方式.

籍8表は果汁用みかん価格の決定方式別県連の数を

示したものである.果汁用価格の決定方式として,(i)

県連が生産者にみかん生産費を補償することを内容と

する生産費補償方式,④県連が果汁工場の原価生産費

を補償することを内容とする工場原価補償方式,③生

食用価格を基準にして,これにスライドさせることを

内容とする生食用価格スライド方式,の3っ を考 え

た.この表によれば,多くの県連は価格決定方式とし

て ｢生産費補償方式と工場原価方式｣の併用型と答え

ている.｢工場原価補償方式と生食用価格 スライド方

式｣の併用型と答えた県連は缶詰加=を中心に行って

いるところである.この価格の決定時期についてみる

と第 9表のようである･多くの場合,果汁用価格は生

食用出荷が終了した後決定されるとみられる.そのさ

い,毎年早期に価格決定をする痕連が他県連のプ与イ

ス ･リーダーとして位置づけられているのかという点

についてはそれほどでもないと思われる. なぜなら,

果汁用価格は価格安定制度の枠があるものの県連の実

情 (果汁工場の経営状態等)をより反映して決定され

るものと考えるからである.

ところで,県連ごとの価格差の存在理由については

次のことが考えられよう.①県連の果汁工場の経営事

情,②果実基金制度との関わり,③品質格差等に基づ

く価格差のつけ方,④集荷方法の差.

これらは主要な価格差形成要因と考えられる.しか

し,ここでは資料等の制約から,あまり明らかにされ

ていないと思われる･③ と④ について述べることにす

る.
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第9表.果汁用み かん価格の決定時期 別県連
の数 (1981年現在 ). 資料はアンケー ト調査
による.

時 期

也

用
用
川
棚
明
用
瑚

1
.11
∴｣

1980年産

2
4
1
･.I
I
C
r
∠

1)｢12-2月｣および ｢出荷月の月末｣が各 1で
ある.

第 10表.果汁用みかん価格の格差設定の有
無別県連の数 (1981年現在). 資料はアンケ

ー ト調査による.

格差設定の有無 F 1980年産
つけている
つけていない

計

第 11表.果汁用みかん価格の格差設定基準
別県連の数 〔1981年現在).資料は アンケー

ト調査による.

格 差 決 定 の 基 準

射ナが可能なみかん)と (糖度)

1-
J

)
他
度
の
仰言
J

と
と

､1
､､-.1
.

＼J
＼ノ
＼J

盟

烏

拙
登

m-
U3-伽

.;
'･
..ig･剛
.a
.I....

(

(
(
(
(

計

註:第王0表で ｢つけている｣と答えた県連について

まず価格差をつけているとみられる県連についてみ

る.第 10表に よると7割強の県連が果汁用みかんに

｢価格差をつけている｣と答えている.｢つけない｣と

答えた県連の 1っの理由として,果汁用の他には仕向

けることができないみかんの割合が高いため,あえて

格差をつけていないことがあげられよう.

次に ｢価格差をっけている｣と答えた県連の格差決

定基準は第 11表の ようであった. 階級のみで格差を

つけると答えたところもあるが,果汁用として重要な

糖度を考慮していると答えたところもある.第 12表

は福岡県の園芸農業協同組合が利用している評価法で

あるが,きめ細かくその格差要因をあげ,それに評価
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第8表.果汁用みかん価格(生産者支払い価
格)の決定方式別県連の数(1981年現在).

資料はアンケート調査による.

11980 
価格の決定方式 |年産

生産費補償方式1) と工場原価補償方式の併用 8
工場原価補償方式2)と生食用価格スライド方
式の併用 | 且

!j~食用価栴スサイト， }fX'(3) 

1l生産賀補償ノヴ式とは，県連が生産者にみかん生

産宣を補償することを旨として，県汁m価格を
決定する方式.

2)工場原価補償方式とは，県連が呆汁工場の原価

生産買を補償するととを旨として，果汁用価格

を決定する方式.

3】生食用価格スライ F )j\r~ とは，生食J:H価格を基

準にしてy これをスライドさせながら果汁用価

格を決定する方式.

第8表(土果汁用みかん価格の決定方式別県連の数を

示したものである.果汁用価格の決定方式として，④

県連が生産者lごみかん生産費を補償することを内容と

する生産費補償方式，②県連が果汁工場の原価生産費

を補償することを内容とする工場原価補償方式，③生

食用価格を基準にして，乙れにスライドさせることを

舟容とする生食用価格スライド庁式，の 3つを考え

た. この表によれば，多くの県連は価格決定方式とし

て「生産費補償方式と工場原価方式」の併用型と~~え

ている.r工場原価補償方式と生食用価格スライド方
式」の併用型と答えた県連(土缶諸加工を中心に行って

いるところである. この価格の決定時期についてみる

と第9表のようである.多くの場合，果汁用価格は生

食用出荷が終了した後決定されるとみられる.そのさ

い，毎年早期に価格決定をする県連が他県連のプライ

ス・リーダーとして位置づけられているのかという点

についてはそれほどでもないと思われる. なぜなら，

果汁用価格は価格安定制度の枠があるものの県連の実

情(果汁工場の経営状態等〕をより反映して決定され

るものと考えるからである.

ところでP 県連ごとの価絡差の存在理由については

次のことが考えられよう.①県連の呆汁工場の経営事

情，②果実基金制度との関わり，③品質格差等に基づ

く価格差のつけ方p ④集荷方法の差.

これらぽ主要な価格差形成要因と考えられる. しか

し，ここでは資料等の制約から，あまり明らかにされ

ていないと忠われる・③と④について述べることにす

る.

第9表.巣汁用みかん価格の決定時期別県連
の数 (1981年現在)• 資料はアンケート調査
による.

時 期 980年産

1月 2
3月 1

4 j] 
9月
10月 I
12月 o
fの他 21) 

.}j- 11 

。r12--2月」および「出荷月の月末jが各 1で
ある.

第 10表.J，R汁mみかん価格の格差設定の有
無別県述の数(1981年現在). 資料はアンケ

ート調査による.

格差設定の有無 1980年産

つけている 7 
つけていない

計 10

第 11:表.果汁用みかん価格の格差設定基準
別県連の数(1981午現在).資料はアンケー

ト調査による.

11980 
格差決定の基準 |年産

(生食用仕向けが可能なみかん)と(糖度)
と(その他)
(階級 (S--L))
(階級 (S，-...，L))と(糖度)
(階級 (S，-...，L)) と(その他)
(その他〕

言t I 7 
5主:第10表で「つけている」と答えた県連について

まず価格差をつけているとみられる県連についてみ

る.第 10表によると 7割強の県連が果汁用みかんに

「価格差をつけている」と答えている.rっけない」と
答えた県連の lつの理由と Lて，果汁用の他には仕向

(ナる乙とができないみかんの割合が高いため，あえて

格差をつけていないことがあげられよう.

次[ζ 「価格差をつけている」と答えた県連の格差決

定基準は第 11表のようで、あった. 階級のみで格差を

つけると答えたところもあるが，果汁用として重要な

糖度を考慮していると答えたととろもある. 第 12表

は福岡県の園芸農業協同組合が利用している評価法で

あるが，きめ細かくその格差要困をあげ，それに評価
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第 12表.果汁用みかんの採点評価方法 (福岡県園芸連,1981年現在).資料は福岡県園芸連資料による.
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30-39%
40-59%
60%以上

5

0

0

0

0

1

1

2

3

4

1

一

一
一

1)格外品の対象は,3S以下の小玉,
カイガラムシ,スス病の被害果お
よび寒害巣とする.

出 荷 時 期 別 加 算 点

点口刀日月

5

/n
Y
7

8

∩フ
O

1

1

2

3

2
2
2

2
23
つJ

0日日‖

日‖

0

9
8
7
′0
5
4
っJ
2
1
0
0ノ
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1
1
1
1
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1
1
1
1

月 日 l加 点 l月 日

8 30～31
7 22.1～ 2
6
5
4
3
2
1
2
3
4
5

請 :Ii-お計画性 加算点として計画 達 成率 が 95-110%の ものに対 し 10点 加算 され る .

第 13表.果汁用みかんに 占める 2級生巣の

割合別県連の数 (1981年現在). 資料はアン

ケー ト調査による.

割 合 (%) 1 1980年産

10%未満
10～ 20
20～ 30
30～ 40
40- 50
50- 60
60～ 70
70～ 80
80.､′90
90～100
100%

計

2
0

1

1

-
1
0

0

1

0

.･1

0

点をつけることにより生食用にも仕向けが可能なもの

(2級生果)と果汁用の他には仕向けることができな

いものを区分している.

では,この果汁用に仕向けられたみかんのうち生食

用仕向けも可能なもの (2級生果)の割合はどうなっ

ているのであろうか.第 13表は この点を明らかにし

ている.2級生臭が7割以上を占める2県連は県内み

かんの品質水準が高いと答えている.しかしながらす

3～ 4
5～ 6
7- 8
9-10
11～12
13-14
15～16
17-18
2.19-

点

す

-

-
1｡
‖
1-
.-
1-
.-
_

加

第 14表.果汁用 みかんの集荷先別県連の数
(1981年現在).資料は アンケー ト調査 によ

る.

割 合(%) 恒 内農協垣外農協桓 人 巨 の他

計 1 10 1 3 1 2 10

註:本義は,県連が県内農協から65%,県外農

協から5%, 商人から30%を集荷している

場合集荷ごとに県連の数をカウントしている.

べての県連について言えることは,果汁用の一部とし

て2級生異を仕向けていることである.

さて, もう1つの ｢集荷先の差による価格差形成｣

についてのべる.第 14表は,1980年産みかんについ

ての集荷先についてみたものである.多くは県内農協
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第 12表.巣II用みかんの採点評価方法(福岡県園芸連， 1981年現在).資料は福岡県園芸連資料による.
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青果の割合 | 加点 S"，，2Lの割合 加点

出荷時期別加算点

;;1::なお計画性加算点として計画達成率が95，.....，110箔のものに対し 10点加算される.

第 13表.果汁用みかんに占める 2級生果の

割合別県連の数(1981年羽在). 資料ほアン

ケート調査による.

割 合側 | 1980年産
10%未満
10--20 
20--30 
30--40 
40--50 
50，.....， 60 
60--70 
70--80 
80"" 90 
90-..100 
100箔
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四
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点をつけることにより生食用!とも仕向けが可能なもの

( 2級生果)と果汁用の他lとは仕向けることができな

いものを区分している.

では，この果汁用に仕向けられたみかんのうち生食

用仕向けも可能なもの(2級生果)の割合はどうなっ

ているのであろうか. 第 13表は乙の点を明らかにし

ている. 2級生果が7割以上を占める 2県連は県内み

かんの品質水準が高いと答えている. しかしながらす

第 14表.果汁用みかんの集荷先別県連の数
(1981年現在). 資料はアンケート調査によ

る.

割合ω [県内農協!県外農協|商人|その他

10%未20満 O 2 O 
10-.. 。 O 。 O 
20--30 。 O O O 
30--40 O O 
40--50 。 O O O 
50--60 O O O 。
60--70 。 O O 
70--80 。 O O 
80--90 O O O 
90--100 O 。 O 。
100% 7 O O 。
計 n

u
 、，h勾‘dnuv 

i
 

註:本表は， 県連が県内農協から 65箔， 県外農

協から 5%， 商人から 30%を集荷している

場合集荷ごとに県連の数をカウントしている.

べての県連について言えることは，果汁用の一部とし

て2級生果を仕向けていることである.

さて， もう lつの「集荷先の差による価格差形成j

についてのベる.第 14表は， 1980年産みかんについ

ての集荷先についてみたものである.多くは県内農協
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第 15表. 県連別生食用みかんの仕向け計画と実績.資料は目国連資料による.

計 画 ①

1978年産 1 1979年産

:l･iL.tit _I ∴ t.I.hijと L･ ,. .ト 画 ｡ ･11: ･L:i 1 .:帖 .･｡ :ト

計
H
H
t0420

7
27=
H

より100%の供給を受けている.しかし,県外虚協か

ら10%弱を,30-40%をと答えた県連もある.また

商人から10% 弱を, 30-40% を と答えた県連もあ

る. なぜ県外集荷に依存するのかという理由として,

工場の操業度を安定な状態におくため,県内みかんが

生食用中心であるから等の理由が考えられよう.した

がって県外集荷に多くを依存する度合いが高くなる程

価格差が生ずる可能性が大きくなる.

3)用途別配分の問題点

以上の検討をふまえ,用途別仕向けの問題点を明ら

かにする.

まず生食用中心の考え方についてである.調整用と

して果汁用が考えられている.また,順守が求められ

ている生食用についてもその達成率には相違がある.

第15表はこのことを示している.全国協議会で示され

た収益最大化のための目標価格は,県連ごとに市場評

価が違うみかんであるため容易に実現しえないこと,

つまり全国段階での収益最大化は県連のそれにつなが

らないと考えられる.

また,果汁用価格設定の基本的な考え方は共通して

いるとみられるが,県連別に価格差が存在する.その

理由として4っあげた.しかし果汁用みかんの品質向

上の必要性が指摘され (石川,1979;三浦,1979),坐

食用みかんの一部 (2級生果)を果汁用に仕向けてい

る現状では,この価格差の問題は2級生栗の評価の問

題として考えられる.この2放生果の確保のためにも

早期に品質評価の方法 (基準)を確立する必要があろ

う.そのさい福岡園芸連の評価方法は参考になろう.
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みかんの用途別配分と価格設定

の方式に関する試案

一価格差別理論の適用-

みかんの用途別配分と価格設定の考え方は,その運

用主体の在り方によって異なってくる.既にこの点に

ついて種々の考え方が検討されている (高橋, 1976;

藤谷,1981a;頼,1979).しかし, ここでは現状の

全国協議会組織の枠の中で用途別配分と価格設定の方

式に関する試案を検討する.ただし,次の現状を前提

している.①全国協議会では生食用市場での収益最大

化 (単一市場での収益最大化)が計られている.しか

し,果汁用については放任されたままである.④県連

は全国協議会が示した用途別仕向け割り当てに大筋

で合意している.③果汁工場の事業主体は県連であ

る.

これらのことは次のことを意味している.全国協議

会は みかんの生食用仕向けと価格設定の決定権を有

し,県連はそれに合意している,つまり,全国協議会

は独占的な用途別配分 (供給独占)を行っている.以

下この2点をふまえて検討を進める.

1) 用途別配分と価格設定の考え方

まず,基本的な考え方として生食用と加工用のみか

んを結合生産物とみることである.つまり,同一の樹

木から2種類以上の異なった用途に仕向けられるみか

んが生産されることを考える.そこで,現状の全国協

議会が独占的な用途別配分をとっているとみられるか

ら,用途別市場を分離することにより収益最大化が計
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県連別

1978年産

第 15表. 県連別生食用みかんの仕向け計画と実績.資料は日園連資料による.
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より 100郊の供給を受けている. しかし，県外農協か

ら10%弱を， 30--40 %をと答えた県連もある.また

商人から 10%弱を， 30--40箔をと答えた県連もあ

る. なぜ県外集荷に依存するのかという理由として，

工場の操業度を安定な状態におくため，県内みかんが

生食用中心であるから等の理由が考えられよう. した

がって県外集荷に多くを依存する度合いが高くなる程

価格差が生ずる可能性が大きくなる.

3) 用途別配分の問題点

以上の検討をふまえ，用途別仕向けの問題点を明ら

かにする.

まず生食用中心の考え方についてである.調整用と

して果汁用が考えられている.また，順守が求められ

ている生食用についてもその達成率には相違がある.

第15表はこの乙とを示している.全国協議会で示され

た収益最大化のための目標価格は，県連ごとに市場評

価が違うみかんであるため容易に実現しえないこと，

つまり全国段階での収益最大化は県連のそれにつなが

らないと考えられる.

また，果汁月価格設定の基本的な考え方は共通して

いるとみられるが，県連別に価格差が存在する.その

理由として4つあげた. しかし果汁用みかんの品質向

上の必要性が指摘され(石川， 1979;三浦， 1979)，生

食用みかんの一部 (2級生果)を果汁用に仕向けてい

る現状では，この価格差の問題は 2級生果の評価の問

題として考えられる.この 2級生果の確保のためにも

早期に品質評価の方法(基準)を確立する必要があろ

う.そのさい福岡園芸連の評価方法は参考になろう.
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みかんの用途別配分と価格設定

の方式に関する試案

一価格差別理論の適用-

みかんの用途別配分と価格設定の考え方は，その運

用主体の在り方によって異なってくる.既にこの点に

ついて種々の考え方が検討されている(高橋， 1976; 

藤谷， 1981 a ;頼， 1979). しかし， ここでは現状の

全国協議会組織の枠の中で用途別配分と価格設定の方

式に関する試案を検討する.ただし，次の現状を前提

している.①全国協議会では生食用市場での収益最大

化(単一市場での収益最大化)が計られている. しか

し，果汁用については放任されたままである.②県連

は全国協議会が示した用途別仕向け割り当てに大筋

で合意している. ③果汁工場の事業主体は県連であ

る.

これらのことは次のことを意味している.全国協議

会はみかんの生食用仕向けと価格設定の決定権を有

し，県連はそれに合意している.つまり，全国協議会

は独占的な用途別配分(供給独占)を行っている.以

下この 2点をふまえて検討を進める.

1) 用途別配分と価格設定の考え方

まず，基本的な考え方として生食用と加工用のみか

んを結合生産物とみることである.つまり，同ーの樹

木から 2種類以上の異なった用途に仕向けられるみか

んが生産されることを考える.そこで，現状の全国協

議会が独占的な用途別配分をとっているとみられるか

ら，用途別市場を分離することにより収益最大化が計
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られよう.全国協議会で生食用市場のみでなく果汁用

苗場をも考慮して,両市場での収益巌大化が計られる

ことになる.また,現状の用途別市場価格には格差が

存在する.果汁用価格は常に生食用価格よりも低位に

ある.これらのことから,この全国協議会による用途別

仕向け配分と価格設定の1つの考え方として,価格差

別理論の適用が考えられよう.またそれに伴ってこの

独占的な仕向け配分は新たに次のメリットをもつと考

えられる.①生産変動のさいの用途別仕向け調整が可

能である.超過分は果汁用として調整保管が可能とな

る.②果汁工場の事業主体が県連であるから,この工

場を傘下に置くことにより,より一層の市場の組織化

が可能となる.③みかんの生産 ･用途別需要について

の情報交換が容易となる.

ところで,先述したように,品質上果汁用にしか仕

向けることができないみかんだけでは果汁用需要を満

たせないのが現状であるから,生食用 みかんの一部

(2級生来)を果汁用に仕向けなければならない. し

たがって,価格差別理論の適用により設定された価格

の水準の下で2級生巣の品質評価が必要となる.その

さい,等階級の他に糖度もその評価の重要な要素と考

える必要があろう.

2) 価格差別理論に基づく試算

独占的な調整販売の行動目標が,調整コスト差し引

き後の純売上額最大化にあることから,､嘩格差別理論

の成立する前提条件の下で以下の試算を行う. なお,

用途別市場へ仕向けられるものについて品質格差はな

いものとする.

いま,独占体が直面する用途別 (生食用,果汁用)

市場需要関数,および各々の市場までの短期総費用関

数を次のように定式化する.ただし,現状では両市場

までの費用構造は異なっているとみられる.つまり,

果汁用の場合,果汁用市場までの総費用を全部回収し

ようという考え方ではなく,集出荷経費と出荷運送料

のみの回収を意図していると思われる.したがって,

市場ごとに総資用関数を求めた.

また,果汁用価格は果汁用市場での需給関係だけで

なくその他の複数の要因を反映して決定される.たと

えば,豊凶変動,果汁工場の経常事情,果実基金制度

等である.しかし,ここではデーター数の制約から豊

凶変動の影響のみを考えた.

市境需要鯛数:

生食用

Ql-α111α2(Pl/FPI)十α3(EXP/NxFPJ) (1)

果汁用

Q2-Pl+82(P2/FYI)+j93(D･P2/FPI)+,,34(D)

短期総費用関数:

生食用

TCl-Tl+r2Ql

果汁用

TC2-81+82Q2

(2)

(3)

(4)

¢ 1,82 :用途別市場仕向け孟

Pl,P2 :用途別市場価格

LIXP :1旺帯あたり家計消費支出総額

〃 :世帯人員数

D :ダミー変数 (豊作-I,凶作-0)

rCl,γC2:市場までの短期総費用

FPI :農産物総合価格指数 (1970年度-

100.0)

α,p,㍗,♂:推定すべきパラメータ

なお,計測にあたって計測対象期間 を生 産量が

3,000千t水準で安定しているとみられる 1972-80

年産の9カ年とした.利用した資料は,農林水産省

｢農林水産統計表｣, 同 ｢果実生産費｣, 同 ｢青果物集

出荷経堂調査報告｣,口園連 ｢果樹統計｣の各年版であ

る.果汁用の出荷運送料については福岡県のそれで代

用した.

計測結果:

Q1-8641.0600×106***-1582.9300×106**(Pl/FPI)

(12.0033) (2.2871)

-17459.1000***(EXP/NxFPI)
(7.5063)

S.D.-1065.0200×106 R2-0.8948

Q2-556.7850×106-4.5467ン(106 (P2/FPI)
(1,2126) (0.1689)

-100.9450x106 (D･P2/FPI)

(1.8980)

+1589.4700×106(刀)
(1.9780)

S.D.-176.1470×106 R2=0.3449

TC1-60932.4000×106蛸 *+28.6612***Ql
(3.8636) (4.6271)

S.D.-5856.0600×106 R2-0.7184

TC2--194.8ナ10×､106+2.4712***Q2
(ll.0085)

S.D.-138.1810×106 R2-0.8376
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られよう.全国協議会で生食用市場のみでなく果汁用

iIJ場をも考慮して，両市場での収益最大化が計られる

ことになる.また，現状の用途別市場価格には格差が

存在する.果汁用価格は常に生食用価格よりも低位に

ある.とれらのことから，この全国協議会による用途別

仕向け配分と価格設定の iつの考え方として，価格差

別理論の適用が考えられよう.またそれに伴ってこの

独占的な仕向け配分は新たに次のメリットをもっと考

えられる.①生産変動のさいの用途別仕向け調整が可

能である.超過分は果汁用として調整保管が可能とな

る.②果汁工場の事業主体が県連であるから，乙の工

場を傘下に置くことにより，より一層の市場の組織化

が可能となる.④みかんの生産・旧途別需要について

の情報交換が容易となる.

ところで，先述したようにp 品質上果汁用にしか仕

向けることができないみかんだけでは果汁用需要を満

たせないのが現状であるから，生食用みかんの一部

( 2級生果〉を呆汁用に仕向けなければならない. し

たがって，価格差別理論の適用により設定された価格

の水準の下で 2級生果の品質評価が必要となる.その

さい，等階級の他に糖度もその評価の重要な要素と考

える必要があろう.

2) 価格差別理論に基づく試算

独占的な調整販売の行動日標が，調整コスト差し引

き後の純売上額最大化にあることから，価格差別理論

の成立する前提条件の下で以下の試算を行う. なお，

用途別市場へ仕向けられるものについて品質格差はな

いものとする.

いま， 独占体が直面する用途別(生食用， 果汁用)

市場需要関数，および各々の市場までの短期総費用関

数を次のように定式化する.ただし，現状では両市場

までの費用構造は異なっているとみられる. つまり，

果汁用の場合3 呆汁用市場までの総費用を全部回収し

ようという考え方ではなく，集出荷経費と出荷運送料

のみの回収を意図していると思われる.したがって，

市場ごとに総費用関数を求めた.

また，果汁用価格は果汁用市場での需給関係だけで

なくその他の複数の要因を反映して決定される.たと

えば，豊凶変動，果汁工場の経営事情，果実基金制度

等である. しかし， ことではデーター数の制約から豊

凶変動の影響のみを考えた.

市場雷要調数:

生食用

Ql=α1→α2(P1/FPI)十α3(EXP jNx FPI) (1) 

果汁用

Q2=β1十s2(P2/FPI)十P3(D・P2/FPI)十九(D)
(2) 

短期総費用関数:

生食用

TC1 =rl +rZQl 

果汁用

TCz=Ol十むQ2

Qr. Q2 用途別市場仕向け量

P1， P2 用途別市場価格

EXP 世帯あたり家計泊費支出総額

N 世帯人員数

(3) 

(4) 

D ダミー変数(豊作 1，凶作=0) 

TC1， TC2 市場までの短期総費用

FPI :農産物総合価格指数 (1970年度=

100.0) 

α，β， T， O 推定すべきバラメータ

なお，計測にあたって計測対象期間を生産量が

え000千t水準で安定しているとみられる 1972--80

年産の 9カ年とした. 利用した資料は， 農林水産省

「農林水産統計表j， [oJ I果実生産費j，同「青果物集

出荷経費調査報告j. r~1 国連「果樹統計」の各年版であ

る.果汁用の出荷運送料については福岡県のそれで代

用した.

計測結果:

Ql =-8641. 0600 x 106材中ー1582.9300 x 106料 (Pr/FPI)
(12.0033) (2.2871) 

-17459.1000料水(EXPjNxFPI) 

(7. 5063) 

S. D. = 1065.0200 x 106 R2 = O. 8948 

Q2=556. 7850x 106-4. 5467x 106 (P2/F'P1) 
(1. 2126) (0.1689) 

-100. 9450 x 106 (D・PzlFPI)
(1. 8980) 

ト1589.4700x 106(D) 

(1. 9780) 

S. D. = 176.1470 X 106 R2=0.3449 

TC1 = 60932. 4000 x 106、同*十28.6612牢**Ql
(3.8636) (4.6271) 

S. D. =5856. 0600x 106 R2=0.7184 

TC2=ー 194.8710x 10
6十2.4712*寧*Qz

(11. 0085) 

S. D. = 138. 1810 x 106 疋2=0.8376
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第 16表. 本試算と ｢農林水産省の見通し｣,藤谷 (1981b)の試算との比較.

項 目 岩 農林水産省の65-年見通し

坐
生食用
加工用
生 産
生食用
加工用

産
向
向
幸
場
場

仕
仕
者
市
市

･'.
.

.
:.I;:

･t

′′./

壷
重
量
酬
格
格

け
け
臣
価
価

354
225
129
2,358
89
28

藤谷の試算
(計測期間1966-78年産)

119

ただし S.D.:標準誤差,R-2:自由度修正済み決

定棟数, ( )内:J統計量, ***有意水準 1%,

**有意水準5%.

また,果汁用市場の需要関数の計測結果は良好とは

いえないが,以下の試算に利用する.

3) 既存の試算との比較

計測式 (1),(2)を P について解き,各々の市場

での限界収入と限界費用の一致する点を求めると,壁

食用が 1,600千t,1kg当たり119円,果汁用が 580

干t,1kg当たり16円となる. これ らの数値を利

用して缶詰用を300千tとみて総生産量を試算すると,

2,480千t水準になる.また, この試算を ｢農林水産

省の65年見通し｣ならびに藤谷(1981b)による試算

と比較してみると第 16表のようである.なお,本試

算の加工用価格は果汁用価格であり,生産者報酬もこ

の価格で計算した.総生産量,用途別仕向け量はとも

に本試算の方がかなり低い.これを果汁用についてみ

れば缶詰用 300千tを差し引いても他の2試算は約

900千tの仕向けが計算されて いるが,本試算 で は

580千 tでしかない.生食用価格は逆に他の試算より

高い.また生産者の報酬は2,044億円と他に比べて若

干少なくなっている.

以上のように既存の試算と本試算との問にはかなり

の相違があるが,その安閑として次の2点に留意する

必要があると思われる. 1つは計測期間の違いで あ

る.藤谷の計測期間は1966-1978年 産であり,本試

算は 1972-80年産である. つまり前者は生産量の伸

びている時期であり,後者は生産量が比較的安定的に

推移している時期である.そして2つは計測上依拠し

た考え方である.藤谷の試算は粗売上額の最大化を目

標とし,本試算は純売上額の最大化を目標とした.

ただ,本試算に関していえば,この全国段階での収

益最大化ははたして県連のそれに直結するのか,そし

て生食用価格が高位安定化することにより他品目への

消費の代替を促進することにならないのか,という2

つの問題を残すことになろう.

みかん配分主体のあり万

一英米の制度と比較検討しつつ-

これまで主産地県連における用途別配分と価格設定

の現状と問題点を考察し,つぎのような試案を提示し

た･すなわち①果汁用仕向け分は,たんに生食用仕向

け分を優先的に割り当てた残余として算出されてはな

らない.あたえられた生産量に基づき,生食用と果汁用

の両者の総計について生産者の報酬が極大となるよう

に配分され,価格が決められねばならない.④一般に

品質の劣ったみかんが果汁用に仕向けられ,その価格

は生食用価格より低い.しかし果汁用と生食用の境界

にある品質のみかんはいずれの用途にも仕向けること

ができるから,果汁用に割り当てられたみかんが生食

用市場に現われることがないように,用途別市場は隔

離されねばならない.

収益極大となるように用途別配分を行い,用途別市

場相互間の隔離を実行できる主体として,現実の社会

経済的条件のなかでどのようなものが望ましいか.そ

の配分主体のあり方について次のような問鳳責の検討

が必要であろう.

第 1に農協組織は加入脱退の 自由を原則としてい

る.したがって農協組織を主体とする配分は,アウト

サイダーが存在しても規制することができない.アウ

トサイダーを どのようにして規制できるようにす る

か.

第 2に用途別配分の効果をあげるためには,配分主

体は県を単位とする組織よりも広域ブロック組織,さ

らに広域ブロック組織よりも全国組織の方が望 ま し

い.しかし広域化するほど,組織内の生産,流通条件

の同質性が失われ,統一歩調をとりにくくなる.配分

主体として全国組織と地域組織のいずれを選び,併せ

て両組織それぞれの短所を克服するためにどのような

措置をとるか.

第 3に配分主体の力が強くなるほど規制の仕方に慎

重な配慮が必要となる.④配分調整に止めるか,生産

第 16表.
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項 農林水産省の 65年見通し目

R2:自由度修正済み決

料*有意水準 1%， 

ただし S.D. :標準誤差，

定係数( )内統計量，

特有意水準5%.

また，果汁用市場の需要関数の計測結果は良好とは

いえないが，以下のよ占算lこ利用する.

3) 既存の試算との比較

計測式(1)， (2)を P について解き，各々の市場

での限界収入と[現界費用の一致する点を求めると，生

食用が 1，600千t，1 kg当たり 119円，果汁用が 580

千 t，1 kg当たり 16円となる. これらの数値を利

用して缶詰用を300千tとみて総生産量を試算すると，

2， 480千t水準になる. また， この試算を「農林水産

省の 65年見通し」ならびに藤谷(1981b)による試算

と比較してみると第 16 表のようであ~.なお，本試

算の加工用価格は果汁用価格であり，生産者報酬もこ

の価格で計算した.総生産量3 用途別仕向け量はとも

に本試算の右がかなり低い. これを果汁用についてみ

れば缶詰用 300千tを差し81いても他の 2試算は約

900千tの仕向けが計算されているが，本試算では

580千 tでしかない. 生食用価格は逆lこ他の試算より

高い.また生産者の報酬は 2，044債円と他に比べて若

干少なくなっている.

以上のように既存の試算と本試算との問にはかなり

の相違があるが，その要肉として次の 2点に留意する

必要があると思われる. 1つは計測期間の違いであ

る.藤谷の計測期同(土 1966--1978年産であり，本試

算は 1972，......，80年産である. つまり前者は生産量の伸

びている時期であり，後者は生産量が比較的安定的に

推移している時期である.そして 2つは計測 k依拠し

た考え方である.藤谷の試算は粗売ヒ額の最大化を目

標とし，本試算は純売上額の最大化を目標とした.

ただ，本試算に閣していえば，この全国段階での収

益最大化ばはたして県連のそれに直結するのか，そし

て生食用価格が高位安定化することにより他品目への

消費の代替を促進する乙とにならないのか，という 2

つの問題を残すことになろう.

みかん配分主体のあり方

一英米の制度と比較検討しつつ一

乙れまで主産地県連における用途別配分と価格設定

の現状と問題点を考案し，つぎのような試案を提示し

た.すなわち①果汁用仕向け分は，たんに生食用仕向

け分を優先的に割り当てた残余として算出されてはな

らない.あたえられた生産量に基づき，生食用と果汁用

の両者の総計について生産者の報酬が極大となるよう

に配分され，価格が決められねばならない.②一般に

品質の劣ったみかんが果汁用に仕向けられ，その価格

は生食用価格より低い. しかし果汁用と生食用の境界

にある品質のみかんはいずれの用途にも仕向けること

ができるから，果汁用に割り当てられたみかんが生食

用市場に現われることがないように，用途別市場は隔

離されねばならない.

収益極大となるように用途別配分を行い，用途別市

場相互聞の隔離を実行できる主体として，場実の社会

経済的条件のなかでどのようなものが望ましいか.そ

の配分主体のあり方について次のような問題点の検討

が必要であろう.

第 iに農協組織は加λ脱退の自由を原則としてい

る.したがって農協組織を主体とする配分は，アウト

サイダーが存在しでも規制することができない.アウ

トサイダーをどのようにして規制できるようにする

か.

第 2に用途別配分の効果をあげるためには，配分主

体は県を単位とする組織よりも広域ブロック組織，さ

らに広域プロック組織よりも全国組織の方が望まし

い. しかし広域化するほど，組織内の生産，流通条件

の同質性が失われ，統一歩調をとりにくくなる.配分

主体として全国組織と地域組織のいずれを選び，併せ

て両組織それぞれの短所を克服するためにどのような

措置をとるか.

第 3に配分主体の力が強くなるほど規制の仕方に慎

重な配慮が必要となる.①配分調整に止めるか，生産
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調整まで行うか.④規制を強化するほど産業の動態的

展開が抑制され,固定,停滞し勝ちである.その弊害

をいかにして避けるか.③生産者の利益のみを考え,

社会一般の利益に反した独占的運営に走り易い偏 向

杏,どのようにして抑止するか.以下これらの点につ

いて考察する.

なお英国 (および英連邦諸国)ではマーケティング

･ボード(MarketingBoard),米国ではマーケティ

ング･オーダー (MarketingOrder)という組織をつ

くり,アウトサイダーの存在を許さない強力な規制力

をもたせている.わが国でもこれらの制度を導入せよ

という声も少なからず聞かれる.両国のこれらの調整

組織の検討をふまえて,わが国の配分主体はいかにあ

ったらよいかを探究しよう.

1. アウ トサイダーの規制 と配分主体の性格

わが国の現在のみかん配分主体は,基本的には府県

連合会とみてよかろう.その理由は①みかん生産県の

連合会は搾汁工場を所有,経営し,生食用と加工用の

用途別配分を決め,②各用途のみかんについて仕 向

け先市場別,時期別出荷量を決め, さらに③用途別,

時期別,品質別にプール価格制を布いているからであ

る.

生産県では県連がみかん流通に占めるシェアはかな

り高いから (前掲第 1表),県連を主体とする県内産

みかんの配分はかなりの程度まで成功している.

問題は府県連合会の相互間の配分調整にある.現在

は全国生産者団体と府県協議会 (府県連合会を構成員

とする)を構成員とした全国果実生産出荷安定協議会

において,生食用みかんの仕向け先市場別,時期別出

荷調整がはかられている.しかしそれは協議会でしか

ないため,構成員に対して協議結果事項の強制や違反

に対する処罰はできない.

協議会の協議結果がたんなる申し合わせ以上の力を

現実にもつとすれば,それは政府の行政指導によると

ころが大きいとみられる.全国協議会は協議結果をさ

らに農林水産省と協議し,農林水産省は果実生産出荷

安定基金協会への助成措置を介して調整の誘導をほか

っている.しかしそれにしてもその規制力はそれほど

強くなく,たとえば生食用みかんの市場別,時期別出

荷調整計画と実績との食い違いは相当大きい (藤谷,

1981b).

農協組織の規制力に限界があるため,わが国では農

協組織による規制を行政指導によって強化する方策が

とられている.しかしいま一つの方策として農協より

も大きな規制力をもつ新しい生産者組織をつくること

木戸啓仁

が考えられる.英国 (および英連邦諸国)のマーケテ

ィング･ボードおよび米国のマーケティング･オーダ

ーがそれである.前者は農産物販売法 (TheAgricul-

tura】MarketingActor1958),後者は農産物販売

協定法 (TheAgriculturalMarketingAgreement

Actor1937)にそれぞれ基づいている (Currieand

Rayner,1979;高橋,1970).

両者いずれも,生産者が自らの利益を守るために強

力な共同行動をとることを促進するものである.一定

の手続きを経て,生産者など関係者の一定数 (たとえ

ば2ノ3)の賛成を得て発令ないし設立される.その組

織の決定には関係者の全員が従わねばならず,従わな

いものには罰則が設けられるという強い権限が付与さ

れている.

したがって アウトサイダーの存在は許されなくな

る.しかしその反面,運営のいかんによっては産業の

動態的発展の抑制,一般社会の福祉との衝突のおそれ

もあるので,発令あるいは設立の手続きがきびしく規

定されているだけでなく,その運営についても次節に

述べるようにいろいろな枠が設けられている.

2. 地域組織か全国組織か

みかん産地は神奈川県以西の21県にのぼり, 多数

の県から首都圏や近畿圏の大消費地域へ出荷される.

したがって府県組織による府県単位の配分の効果は期

待通りに上がらない.それが全国規模の生産出荷安定

協議会を設立せねばならなかった理由である.

しかし全国組織というものの協議会は規制力がゆる

い組織である.府県によってみかんの品質,主な出荷

先市場,共販率,加工用仕向け割合,搾汁工場の能力

などに相違がある,一定の基準で厳格に規制すれば,

地域によってうける影響の程度が違ってくるので,歩

調が揃わなくなり,ついには組織の分裂を招くおそれ

がある.それが規制力のゆるい協議会組織とした理由

であろう.

米国のマーケテイング･オーダーは,設立目的の達

成が可能なかぎりなるべくオーダー地域を狭く限定す

る建前になっている.その理由として生産,流通条件

の同質性が確保され, オーダーの運営が容易となる

からだといわれている (NationalCommissionon

FoodMarketing,1966).

しかし一つのオーダー地域が狭く限られ,したがっ

て全国に多数のオーダーが成立すれば,オーダー間の

協調がなければ収益極大の出荷調整は計画通り実現で

きるものでない.米国でもオーダーが成功する条件と

して,オーダー地域内の生産条件,流通条件が同質的
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調整まで行うか.②規制を強化するほど産業の動態的

展開が抑制され，固定，停滞し勝ちである.その弊害

をいかにして避けるか. ③生産者の利益のみを考え，

社会一般の利益に反した独占的運営に走り易い偏向

を，どのようにして抑止するか.以下これらの点につ

いて考案する.

なお英国(および英連邦諸国)ではマーケティング

・ボード (MarketingBoard)，米国ではマーケテイ

ング・オーダー (MarketingOrder)という組織をつ

くり，アウトサイダーの存在を許さない強力な規制力

をもたせている.わが国でも乙れらの制度を導入せよ

という声も少なからず聞かれる.両国のこれらの調整

組織の検討をふまえて，わが国の配分主体はいかにあ

ったらよいかを探究しよう.

1. アウトサイダーの規制と配分主体の性格

わが国の現在のみかん配分主体は，基本的には府県

連合会とみてよかろう.その理由は①みかん生産県の

連合会は搾汁工場を所有，経営し，生食用と加工用の

用途別配分を決め， ②各用途のみかんについて仕向

け先市場別3 時期別出荷量を決め， さらに③用途別，

時期別，品質別にプーjレ価格制を布いているからであ

る.

生産県では県連がみかん流通に占めるシェアはかな

り高いから(前掲第 l表)，県連を主体とする県内産

みかんの配分はかなりの程度まで成功している.

問題は府県連合会の相互間の配分調整にある.現在

は全国生産者団体と府県協議会(府県連合会を構成員

とする)を構成員とした全国果実生産出荷安定協議会

において，生食用みかんの仕向け先市場別，時期別出

荷調整がはかられている. しかしそれは協議会でしか

ないため，構成員に対して協議結果事項の強制や違反

に対する処罰はできない.

協議会の協議結果がたんなる申し合わせ以トーの力を

現実[こもっとすれば、，それは政府の行政指導によると

ころが大きいとみられる.全国協議会は協議結果をさ

らに農林水産省と協議し，農林水産省は果実生産出荷

安定基金協会への助成措置を介して調整の誘導をはか

つている.しかしそれにしてもその規制力はそれほど

強くなく，たとえば生食用みかんの市場別，時期別出

荷調整計画と実績との食い違いは相当大きい(藤谷，

1981 b). 

農協組織の規制力に限界があるため，わが国では農

協組織による規制を行政指導によって強化する方策が

とられている. しかしいま一つの方策として農協より

も大きな規制力をもっ新しい生産者組繊をつくること

が考えられる.英国(および英述邦諸国)のマーケテ

イング・ボードおよび米国のマーケティング・オーダ

ーがそれである.前者は農産物販売法 (TheAgricul-

tural Marketing Act of 1958)，後者は農産物販売

協定法 (TheAgricultural Marketing Agreement 

Act of 1937)にそれぞれ基づいているくCurrieand 

Rayner， 1979;高橋， 1970). 

両者いずれも，生産者が自らの利益を守るために強

力な共司行動をとることを促進するものである.一定

の手続きを経て，生産者など関係者の一定数(たとえ

ば2/3)の賛成を得て発令ないし設立される. その組

織の決定には関係者の全員が従わねばならず，従わな

いものには罰則が設けられるという強い権限が付号さ

れている.

したがってアウトサイダーの存在は許されなくな

る. しかしその反面，運営のいかんによっては産業の

勤態的発展の抑制，一般社会の福祉との衝突のおそれ

もあるので，発令あるいは設立の手続きがきびしく規

定されているだけでなく，その運営についても次節に

述べるようにいろいろな枠が設けられている.

2. 地域組織か全国組織か

みかん産地は神奈川県以西の 21県にのぼり， 多数

の県から昔都圏や近畿圏の大消費地域へ出荷される.

したがって府県組織による府県単位の配分の効果は期

待通りに上がらない.それが全国規模の生産出荷安定

協議会を設立せねばならなかった理由である.

しかし全国組織というものの協議会は規制力がゆる

い組織である.府県によってみかんの品質，主な出荷

先市場，共販率，加工用仕向け割合，搾汁工場の能力

などに相違がある. 一定の基準で厳格に規制すれば，

地域によってうける彰響の程度が違ってくるので，歩

調が揃わなくなり，ついには組織の分裂を招くおそれ

がある.それが規制力のゆるい協議会組織とした理由

であろう.

米国のマーケテイング・オーダーは，設立目的の達

成が可能なかぎりなるべくオーダ一地域を狭く限定す

る建前になっている.その理由として生産，流通条件

の同質性が確保され， オーダーの運営が容易となる

からだといわれている (National Commission on 

Food恥1arketing，1966). 

しかし一つのオーダ一地域が狭く限られ，したがっ

て全国に多数のオーダーが成立すれば，オーダー聞の

協調がなければ収益極大の出荷調整は計画通り実現で

きるものでない.米国でもオーダーが成功する条件と

Lて，オーダ一地域内の生産条件，流通条件が同質的
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であるとともに,全国生産に占めるその地域のシェア

が高いことがあげられている.域内の生産,流通上の

同質性とオーダー地域の広域化,全国化はかなり背反

的な関係にあり,しかもその2条件がそろわないと調

整政策の効果が上がらない.

英国のマーケテイング･ボードは連合王国の全土ま

たはその一部を対象とすると規定されているが,一部

地域といっても現実には イングランドとウェールズ,

スコットランドおよび北部アイルランドの各地域の場

合がほとんどである.これらの地域は歴史的にも民族

的にも相違が大きく,生産,流通上の経済的条件も違

っている.また行政上もかなり独立した性格をもって

いる.

3. 調整上考慮すべき問題1)配分調整と生産調整
配分調整は,みかんの表年と裏年などの収量変動に

対する短期的な対策として有効である.構造的な過剰

状態になると配分調整では手に負えなくなり,生産調

整を求める声が高くなる.しかしかりに配分調整で協

調がえられても,生産調整はその影響が長期に及ぶた

め,構成員の協調を得ることはむずかしい.場合によ

っては組織の分裂をまねく危険すらある.

米国のマーケテイング･オーダーは原則として出荷

調整に限定され,生産調整は禁じられている.その趣

旨は組織構成員の協調を得ることがむずかしいからと

いうよりも,農業生産者の競争に基づいた生産力のダ

イナミックな発展が阻碍され,また社会一般の福祉が

そこなわれるという考えによる.

英国のマーケテイング･ボードは原則として生産調

整を認めている.ただし現に設立されているもので生

産調整の規定を設けているのはホップおよび馬鈴薯の

両マーケティング･ボードぐらいである.

2)生産力の動態的発展条件の維持

調整が強化されるほど,生産と流通が一定の枠には

められ,固定化,停滞化の傾向がつよまり,産業の動

態的な発展が阻碍される結果に陥りやすい.

その弊を避けるために2つの方法が考えられる. 1

つは計画による規制を緩いものにして,構成員の行動

の自由に幅をあたえておくことである. わが国の場

令,みかん配分主体を協議会として協議結果の規制力

が緩い組織にしておくことは,却ってみかん産業の動

態的な発展の途を開いておく効果がある.

第 2の方法は,調整を強化し規則通り実行するが.調

整の仕方に工夫を加えることである.米国のあるマー

ケテイング･オーダーでは,出荷量規制を強化するた
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めに総量規制ではなく個人割り当て制としているが,

他方では個人割り当て制の固定性を緩和するために割

り当て分の売買譲渡を認めている.実際は割り当てに

伴い割り当て証書が交付されるから,それを転売すれ

ばよい(高橋,1970).英国の生産割り当てにおいても

同じく生産割り当ての売買譲渡が考えられている.

割り当て証書の売買によって産業の動態的な展開の

途が開かれるとしても,割り当て証書に支払われる対

価は社会的には空費と考えてよい.構造的生産過剰状

態でなく正常な需給状態の下では不要なものであるか

らである.

3) 社会一般の福祉

調整主体は生産者組織だから,生産者の収益極大を

目的とする.調整が成功するほど社会一般の福祉に反

することになりかねない.その弊害をどのようにして

抑制するか.

わが国では,農林水産省が行政指導する形で事実上

調整主体の一翼を形成しているとしてよい.行政指導

は,主として全国協議会の構成員が円滑に協調的結論

に到達するように行われる.しかし全国協議会による

規制力が強化され,一般社会の注目をひくようになれ

ば,行政指導にも一般社会の福祉尊重の趣旨が加味さ

れねばならなくなろう.

米国のマーケティング･オーダー制度では,産業の

動態的な発展と一般社会の福祉の維持のために,マー

ケティング･オーダー地域をなるべく小地域に限定し

て競争条件を維持させるとともに,市場価格がパリテ

ィ水準を下回らないかぎり価格引上げのための出荷調

整を禁止する措置がとられている.

英国のマーケティング･ボードは,事実上全国組織

とみられ,それだけに規制力が強い.そこでその運営

において流通,加工関係者および消糞者の利益を守る

措置が講じられている.たとえばボードの役員の 1人

は大臣によって任命され 一般社会の利益代表として

参加する.またボードとは別に消費者委員会(consum-

ers'Committee)が組織され, ボードの運営を監視

し,消費者にあたえる影響について毎年,大臣に報告

する仕組みになっている.

このようにボードの運営において生産者以外の諸階

層の利益にも配慮するだけでなく,さらに最近では組

織そのものを,対象品目の関係者全員 (生 産者, 流

過,加工業者,消費者)で構成する産業全体の組織と

しての委員会 (commission)とする方向が積極的に

求められている.肉豚生産者のマーケテイング･ボー

ド設立要求がしりぞけられて,家畜 ･食肉産業委員会
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であるとともに，全国生産に占めるその地域のシェア

が高いことがあげられている.域内の生産，流通上の

同質性とオーダ一地域の広域化，全国化はかなり背反

的な関係にあり，しかもその 2条件がそろわないと調

整政策の効果が上がらない.

英国のマーケテイング・ボードは連合王国の全土ま

たはその一部を対象とすると規定されているが，一部

地域といっても現実にはイングランドとウエールズ，

スコットランドおよび北部アイルランドの各地域の場

合がほとんどである.これらの地域は歴史的にも民族

的にも相違が大きく，生産，流通上の経済的条件も違

っている.また行政上もかなり独立した性格をもって

いる.

3. 調整上考慮すべき問題。配分調整と生産調整
配分調整は，みかんの表年と裏年などの収量変動に

対する短期的な対策として有効である.構造的な過剰

状態になると配分調整では手に負えなくなり，生産調

整を求める声が高くなる. しかしかりに配分調整で協

調がえられでも，生産調整はその影響が長期に及ぶた

め，構成員の協調を得ることはむずかしい.場合によ

っては組織の分裂をまねく危険すらある.

米国のマーケティング・オーダーは原則として出荷

調整に限定され，生産調整は禁じられている.その趣

旨は組織構成員の協調を得ることがむずかしいからと

いうよりも，農業生産者の競争に基づいた生産力のダ

イナミックな発展が阻碍され，また社会一般の福祉が

そこなわれるという考えによる.

英国のマーケテイング・ボードは原則として生産調

整を認めている.ただし現iζ設立されているもので生

産調整の規定を設けているのはホップおよび馬鈴薯の

両マーケティング・ボードぐらいである.

D 生産力の動態的発展条件の維持

調整が強化されるほど，生産と流通が一定の枠には

められ，固定化，停滞化の傾向がつよまり，産業の動

態的な発展が阻碍される結果iζ陥りやすい.

その弊を避けるために 2つの方法が考えられる. 1 

つは計画による規制を緩いものにして，構成員の行動

の自由に幅をあたえておく乙とである. わが国の場

合，みかん配分主体を協議会として協議結果の規制力

が緩い組織にしておく乙とは，却ってみかん産業の動

態的な発展の途を聞いておく効果がある.

第 2の方法は，調整を強化し規則通り実行するが.調

整の仕方に工夫を加えることである.米国のあるマー

ケティング・オーダーでは，出荷量規制を強化するた

めに総量規制ではなく個人割り当て制としているが，

他方では個人割り当て制の固定性を緩和するために割

り当て分の売買譲渡を認めている.実際は割り当てに

伴い割り当て証書が交付されるから，それを転売すれ

ばよい(高橋， 1970). 英国の生産割り当てにおいても

同じく生産割り当ての売買譲渡が考えられている.

割り当て証書の売買によって産業の動態的な展開の

途が聞かれるとしても，割り当て証書に支払われる対

価は社会的には空費と考えてよい.構造的生産過剰状

態でなく正常な需給状態の下では不要なものであるか

らである.

3) 社会一般の福祉

調整主体は生産者組織だから，生産者の収益極大を

目的とする.調整が成功するほど社会一般の福祉に反

するととになりかねない.その弊害をどのようにして

抑制するか.

わが国では，農林水産省が行政指導する形で事実上

調整主体の一翼を形成しているとしてよい.行政指導

は，主として全国協議会の構成員が円滑に協調的結論

に到達するように行われる. しかし全国協議会による

規制力が強化され，一般社会の注目をひくようになれ

ば，行政指導にも一般社会の福祉尊重の趣旨が加味さ

れねばならなくなろう.

米国のマーケティング・オーダー制度では，産業の

動態的な発展と一般社会の福祉の維持のために，マー

ケティング・オーダ一地域をなるべく小地域に限定し

て競争条件を維持させるとともに，市場価格がパリテ

ィ水準を下回らないかぎり価格引上げのための出荷調

整を禁止する措置がとられている.

英国のマーケティング・ボードは，事実上全国組織

とみられ，それだけに規制力が強い.そ乙でその運営

において流通，加工関係者および消費者の利益を守る

措置が講じられている.たとえばボードの役員の 1人

は大臣によって任命され，一般社会の利益代表として

参加する.またボードとは別に消費者委員会(consum-

ers' commi ttee) が組織され， ボードの運営を監視

し，消費者にあたえる影響について毎年，大臣iこ報告

する仕組みになっている.

このようにボードの運営において生産者以外の諸階

層の利益にも配慮するだけでなく，さらに最近では組

織そのものを， 対象品目の関係者全員(生産者， 流

通，加工業者，消費者)で構成する産業全体の組織と

しての委員会(commission) とする方向が積極的に

求められている.肉豚生産者のマーケティング・ボー

ド設立要求がしりぞけられて，家畜・食肉産業委員会
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(TheLivestockandMeatCommission)が1967

年に設立されたのはその例である.

4. 配分主体 に関する試案

これまでわが国のみかん配分問題に関連して,配分

主体と配分方法について米国のマーケティング･オー

ダーと英国のマーケティング･ボードの制度を検討し

た.3国 それぞれのお国柄を反映しているようだが,

つぎのように特徴づけることができよう.

わが国は府県連合会がみかん配分の主体であり,坐

国生産出荷安定協議会は府県連の協議の場であって統

制力は弱い.そのままでは全国規模での協調的行動が

期待できないので,農林水産省の行政指導でまとめて

いる･協議結果として打ち出された計画は府県段階に

降ろされ,一応服守する建前ではあるが実績はかなり

食い違うことが多いという融通性に富むものである.

米国のマーケティング･オーダーは地域組織であっ

て 1つのオーダー地域内では関係者全員を一定の調整

に服させる強い統制力が付与されている.それだけ強

力な組織が全国組織として成立すると,独占的弊害を

生みやすい.そこで全国組織の結成の禁J上,生産調整

の禁止(出荷調整のみとする),出荷割り当て制のさい

は割り当ての売買譲渡の容認, パ リティ価格を上回る

価格引き上げ行為の禁止等々の措置がとられている.

英国のマーケテイング･ボードは,一義的に規定し

にくい点はあるが全国組織とみなしてよかろう.その

統制力は強く,生産調整を容認する点では米国のオー

ダーを上回るものがある.それだけにその設立と運営

には独占的弊害に陥らないような抑制手段が執られて

いる･i)ボードOj役員の1員に当該産業関係者以外の

者を大臣任命によって加えさせる.②消選者委員会に

よるモニター制度をおく.さらに③生産者の組織とし

てのボードを産業全体の調整組織としての産業委員会

の方向にもってゆく努力がなされている.

一般にわが国のみかん配分主体の規制力をさらに強

力化することが必要だとされている.これまで考察し

た英米の経験に基づけば,2つの方向が考えられる.

1っはアウトサイダーの存在を許さない強力な規制力

を付与されたマーケテイング･ボード組織をつくるこ

とである.その強力な新組織は運営いかんによっては

一般社会の利益に反するおそれもあるので,複数の広

域ブロック (東海, 近艶 中･四国,九州など)とし

て組織し,組織間の競争条件を維持しておく配慮が必

要であろう.

いま1っは現在の配分主体組織を踏襲しながら運営

面で統制力を強化する方向である.全国生産出荷安定

協議会を場とした調整の協議と農林水産省の行政指導

によるアウトサイダーの弱体化を組み合わせる方式が

それである.徹底的な規制やアウトサイダーの根絶は

望めないが,その反面,運営上の硬直性によるみかん

産業の停滞,あるいは一般社会の利益との背反という

問題もシリアスな水準に至らないですむだろう.

日本的経済風土にあっては第2の方向が根付き易い

であろう.それはまた日園連や全農など既存の生産者

組織の再編という困難な課題を回避できるメリットが

ある.

しかしわが国のみかん経済のみならず国民経済全体

が大不況に陥るような事態においては第 1の方向が推

進される可能性があろう.

要 約

最近10年間に,温州みかんの加工原料仕向け, と

くに果汁用仕向け量が激増している.本研究は①現行

のみかん用途別配分のやり方と問題点を明らかにし,

④用途別価格設定について価格差別理論に基づく試案

を提示し,③価格差別理論の実行主体のあるべき姿に

ついて,英米両国の出荷調整制度を比較しつつ検討し

たものである.

1. みかん用途別配分の現状と問題点について次の

ことを明らかにした.①生食用みかんの粗収益が極大

となるよう全国の生食用仕向け量が決められ,次に県

別に生食用出荷量が割り当てられている.②加工原料

用みかんの仕向け量は,全国と県のいずれのレベルに

おいても生食用仕向けの残余として算出されている.

③これでは加工原料用みかんの収益もふくめた全収益

の極大化は期待できないし,また果汁用みかんの安定

供給がはかれない.

2. みかん用途別配分量と価格設定について,価格

差別理論に基づいて試算した.本試算の方法上の特質

は次の点にある.¢〕生食用だけでなく加工原料用もふ

くめたみかんの収益極大を目的とした.④粗収益の極

大化でなく,規収益から経費を差し引いた純収益の極

大を目的とした.

本試算の結果を農林水産省 ｢65年見通し｣および

藤谷試算と比べると次の点が異なる.(:D総生産量は大

幅に縮小している.② 生食用と加工原料用の いず れ

も縮小しているが,とくに加工原料用の縮小率が人き

い.③生食用価格はかなり上昇する.④生産者粗収益

はやや減少する.

3, 価格差別理論の実行主体について次のことを指

摘した.①同理論における実行主体は独占体である.
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望めないが，その反面，運首上の硬直性によるみかん

産業の停滞，あるいは一般社会の利益との背反という

問題もシリアスな水準に至らないですむだろう.

日本的経済風土にあっては第2の方向が根付き易い

であろう.それはまた日園連や全農など既存の生産者

組織の再編という困難な課題を回避できるメリットが

ある.

しかしわが国のみかん経済のみならず国民経済全体

が大不況に陥るような事態においては第 lの方向が推

進される可能性があろう.

要 約

最近 10年間に， 温州みかんの加工原料仕向け， と

くに果汁用仕向け量が激増している.本研究は①現行

のみかん用途別配分のやり方と問題点を明らかにし，

②用途別価格設定について価格差別理論に基づく試案

を提示し，③価格差別理論の実行主体のあるべき姿に

ついて，英米両国の出荷調整制度を比較しつつ検討し

たものである.

1. みかん用途別配分の現状と問題点について次の

ことを明らかにした.①生食用みかんの組収益が極大

となるよう全国の生食用仕向け量が決められ，次に県

別に生食刷出荷量が害11り当てられている.②加工原料

用みかんの仕向け量は，全国と県のいずれのレベルに

おいても生食用仕向けの残余として算出されている.

⑥これでは加工原料用みかんの収益もふくめた全収益

の極大化は期待できないし，また果汁用みかんの安定

供給がはかれない.

2. みかん用途別配分量と価格設定について，価格

差別理論に基づいて試算した.本試算の方法上の特質

は次の点にある.CI)生食用だけでなく加工原料用もふ

くめたみかんの収益極大を日的とした.①組収益の極

大化でなく，組収益から経費を差し日|し、た組収益の極

大を目的とした.

本試算の結果を農林水産省 165年見通し」および

藤谷試算と比べると次の点が異なる.Ci)総生産量は大

幅に縮小している.②生食用と加工原料用のいずれ

も縮小しているが，とくに加工原料用の縮小率が大き

い.③生食用価格はかなり上昇する.④生産者粗収益

はやや減少する.

3. 価格差別理論の実行主体について次のことを指

摘した.①同理論における実行主体は独占体である.
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独占体による配分は,生産者の利益を実現するとして

ち,往々にして社会一般の福祉に背反するおそれがあ

るので,その防止を考慮する必要がある.④そこで主

体のあり方として,次の2つのいずれかが望ましいと

考えられる. 1っほ現行の全国協議会を行政指導で補

強するあり方であり,いま 1つは,全国を少数のブロ

ックに分け,ブロック単位に強力な統制力をもつ配分

組織 (マーケティング ･ボー ド)を つ くる ことであ

る.
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Summary

Withinrecent10years,thevolumeormandarinorangesforprocessinghasbeen

remarkablyincreased. Thispaperaims(1)tostudythecurrentsystem orallocat-

ingmandarinorangesbetweenfresh and processingusesanditsproblems,(2)to

establishanew system orallocatingamongusesbasedonthetheoryorprlCedis-

crimination,and(3)todiscusswhattheallocatorshouldbeinJapanincompari-
sonwiththoseintheU.X.andtheU.S.A.

1. AsfarasthecurrentaHocationsystem anditsproblemsareconcerned,fol-

lowingpointsarediscussed. (1)Thevolumeoforangesforfreshuseisallocated

insuchwaytomaximizethegrossrevenueonthenationalbase,thenthevolume

isapportionedamongprefectures. (2)Thevolumeororangesforprocessingisaト

locatedastheresidualson bothorthenationalandprerectura1levels. (3)The

currentallocation system assuresneitherthemaximization orthetotalrevenue

from orangesforbothorfreshandprocesslngusesnorthestablesupplyforthe

processinguse.

2. A new system ofallocationamongusesandprlClngOrangesisestablished

onthetheoryorprlCediscrimination. Thecharacteristicsorthenew system are

asfollows:(1) themaximization ortI一etotalrevenue from bothorFreshand

processingusesisdealtwith,and(2)thenetrevenuein stead orthegrossis
maximized.

Ascomparedwiththe1990long-term projectionbytheMinistryorAgriculture,

Forestry and FisheriesaswellaswiththeFujitani'sestimate,rollowlngarethe

expectedresultsorthisnew system:(1)thetotalvolumeororangeproductionis

greaterin therateordecreasethanForfreshuse,(3)thepriceororangesFor

fresh useisconsiderably increased,and (4) the totalgrossrevenueisslightly
decreased.
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独占体による配分は，生産者の利益を実現するとして

も，往々にして社会一般の福祉に背反するおそれがあ

るので，その防止を考虐する必要がある.②そ乙で主

体のあり方として，次の 2つのいずれかが望ましいと

考えられる. 1つは現行の全国協議会を行政指導で補

強するあり方であり，いま lつは，全国を少数のプロ

ックに分け，プロック単位に強力な統制力をもっ配分

組織(マーケティング・ボード〉をつくることであ

る.
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Summary 

Within recent 10 years， the volume of mandarin oranges for processing has been 

remarkably increased. This paper aims (1) to study the current system of allocat-

ing mandarin oranges between fresh and processing uses and its problems， (2) to 

establish a new system of al10cating among uses based on the theory of price dis-

crimination， and (3) to discuss what the aIlocator should be in Japan in compari-

son with those in the U.K. and the U.S.A. 

1. As far as the current aIlocation system and its problems are concerned， fol-
lowing points are discussed. (1) The volume of oranges for fresh use is al10cated 

in such way to maximize the gross revenue on the national base， then the volume 

is apportioned among prefectures. (2) The volume of oranges for processing is al・

located as the residuals on both of the nationaI and prefecturaI levels. (3) The 

current allocation system assures neither the maximization of the total revenue 

from oranges for both of fresh and processing uses nor the stable supply for the 

processmg use. 

2. A new system of allocation among uses and pricing oranges is established 

on the theory of price discrimina tion. The characteristics of the new system are 

as follows: (1) the maximization of the total revenue from both of fresh and 

processing uses is dealt with， and (2) the net revenue in stead of the gross is 

maximized. 

As compared with the 1990 long-term projection by the Ministry of Agriculture， 

Forestry and Fisheries as well as with the Fujitani's estimate， following are the 

expected results of this new system: (1) the total volume of orange production is 

greater in the rate of decrease than for fresh use， (3) the price of oranges for 

fresh use is considerably increased， and (4) the total gross revenue is sligh tly 

decreased. 
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3. Followingdiscussionsaremadeonwhattheallocatorshouldbetotake

thetheoryofpricediscriminationintopractice. (I)Theallocatormustbemono･
polistic,soitisnecessarytotakemeasureswhichmaketheallocatorrefrainfrom

doingevilsagainsttheinterestorthesociety. (2)Therefore,itseemsdesirableto

roHoweitheroftwoways;onewayistomakestrongertheregulativepoweror

thecurrentnationalcouncilorgrowersassociationsbythegovernmentguidance,

andtheotheristointegrateprefecturalassociationsinto4or5districtorganiza-

tionswhichareaut110rizedstrongregulativepowersuchasthemarketingboardin
theU.K.

i
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3. Following discussions are made on what the al1ocator should be to take 

the theory of price discrimination into practice. (1) The allocator must be mono-
poIistic， so it is necessary to take measures which make the al1ocator refrain from 
doing evils against the interest of the society. (2) Therefore， it seems desirable to 
foJlow either of two ways; one way is to make stronger the regulative power of 

the current national council of growers associations by the government guidance， 

and the other is to integrate prefectural associations into 4 or 5 district organiza-

tions which are authorized strong regulative power such as the marketing board in 

the U.K. 

， . 


